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委託販売制 と独 占禁止法
一独禁研報告をめぐる論議を中心に一
佐 々 由 宇
委託販売制 とは,商 晶の所有者が,そ の所有権を留保 したままでその販売を
他者に委託 し,こ れに一定の手数料を支払 う,と い う制度であるσそれは,殊
に外国貿易において古い歴史を持ち,今 日においても外国貿易のみならず国内
取引においても様々な形で幅広 く利用されている。
こ うした委託販売制が我国で独禁法上の問題として議論 されるようになった
のは,そ う古いことでぽない。基本的には売買当事者の間でなされた場合には
違法 とされ る諸拘束を委託販売契約によって委託者が受託者に対 して行なった
場合,独 禁法上いかなる取扱いがなされるべきなのか,と い うことが問題の中
心である。仮に委託販売制の場合であれば合法 と認定されるならば,一 方で厳
しく規制されてきた再販売価格維持行為のか くれみのとして利用 される恐れが
あ り,そ れが公取委の懸念となっていたのである。その意味で,委 託販売制に
対す る独禁法規制の問題は,公 取委サイ ドか らみれぽ,再 販規制の延長線上の
問題 としてあったのである。
かかる独i禁法上の問題を内包する委託販売制について,従 来公取委は明確な
判断を衰明 してお らず.ま たこれまで審判決をみてもその難解 な言い回しは論
者に様 々な解釈を許すものであった。また,経 済法研究者の間でも,規 制非対
象説,比 較衡量説,無 差別規制説,と いった如 くに学説が分かれ,統 一的見解が
あった とは言えない。こうした事情を考慮す ると,ま ことに委託販売制の独禁
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法上の取扱いの問題は,流 通系列化規制を推進 しまた小売業における合併審査
基準の公表等にみ られる如 くの一連 の予防措置的政策を標傍す る橋口公取委行
政にとって,重 要な懸案事項の一つであった,と 言わなければならない。そ し
て,公 取委の私的諮問機関である独占禁止法研究会が提出したr流 通系列化に
関する独占禁止法上の取扱い』(以 上,r報 告』と略記)に おいて,委 託販売制
に対 してかな り厳 しい判断が与え られているが,そ れについても基本的にはか
かる観点か ら受けとめる必要があるのである。 即ち,r報 告』 に盛 られた内容
はあ くまで研究会の見解であってそのまま公取委の見解である訳ではない。 し
か し,公 取委はr報 告』の主旨を今後の長期的な独禁行政の中で生か していく
ことを各所で明言 してお り,そ のことは,格 別の意見表 明がなされない限 り,
委託販売制についても同様である。今後の我国の独禁行政において,再 販につ
いては引続き厳 しく規制 されると同時に再販のか くれみのとして利用される恐
れのある委託販売制についてもr報 告』の見解に基づいて厳 しい規制がなされ
るであろ うとの予測について,こ の予測を支持する材料はあっても,逆 にそれ
を否定す る材料はどこにもないのである。
ところで,こ の独禁研 『報告』は,流 通系列化行為類型に対 して総 じて厳 し
い判断を与えており,そ れが現実の独禁行政の中で実行に移された場合には流
通及び企業 のマ ーケティング政策に対 しズ少なか らぬ影響を及ぼすことが予想
された。ために,r報 告』 は独禁法研究者のみならず 流通論研究者 ・通産省 ・
実際に規制を受ける実業界の関係者に至るまで各方面に幅広い関心を集め,『報
告』の性格論議か ら各流通系列化行為類型に対 してr報 告』が与えた評価の妥
当性について等 々様 々な疑問が提起されてきたごとは,周 知の通 りである。そ
の点,流 通系列化行為類型の一つに挙げられている委託販売制についても同様
である。けれども,専 売店制 ・テ リトリー制等他の 「行為類型」についての議
論の活発 さに較べて,委 託販売制を特に取扱ったものはそれ程多 くない。後述
するように,法 律サイ ドか らr報 告』の見解に疑間を提起 したものが数点ある
のみで 疏 通論 ・経済学の分野か らのものは殆んど皆無に近い。
これは,一 つには委託販売制をめぐる議論が極めて法律的であること,即 ち
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単に独禁法のみならず民商法ついてある程度の洞察を必要とされたために,そ
の方面について十分精通していない流通論 ・経済学研究者仁とって比較的取扱
い難いテーマであった,と い うことにも由来 しよう。けれ ども,比 較的 とっつ
きに くい とい うことは,勿 論この問題をそのまま放置 しておいてよいどい うこ
とを意味 しない。現に委託販売制が様 々な分野で幅広 く利用されている実態を
考えれば,と りわけそ う言わ ざるを得ない。そ して,従 来専 ら法律関係者の間
に委ね られてきた委託販売制に対する独禁法規制の問題を流通論研究者の側か
らあ らためて取上げることも,恐 らく無意味ではあるまい。そのような判断か
ら本稿は用意されたのであるが,本 論に入る前に若干の注意書 きを附 しておき、
たい。
第一に,本 稿で検討される委託販売制をめぐる議論は,r報 告』 におけるそ
の取扱いをめ ぐってのものである。周知の如 く,r報 告』は従来の関連審判決及
び諸学説を一応踏 まえた上で作成 されている。それ故,よ くも悪 くも今後流通
系列化行為類型について議論す る場合には,『 報告』 がその出発点とな りうる
し,ま たそ うすべきものと判断される。そ してそれは委託販売制についても例
外ではないo
第二に,本 稿で取扱 う委託販売制は,『 報告』 の想定しているものに 限定す
る。従来法律サイ ドで委託販売制が論議される場合,彼 等はその典型を、「商法
上の問屋」に求めてきた。「商法上の問屋」は取次商であるか ら,その中には証
券業者や商品取引所の卸売人まで も含 まれる。また委託者が生産者である必要
もない。 もしこのようなものまで含めて委託販売制を議論するなちば その内
容はお よそ異なった ものになる。が,本 稿でとりあげようとする委託販売制は流
通系列化行為類型の一つとしてのそれ,で ある。それ故,生 産者が委託者 とな
り販売業者を受託者 とす るような委託販売制で しか も特別法において別段の規
定のないものに限定す る。
なお,『 報告』の公表を契機 として,独禁法による流通規制に関す る分野は,
経済法 ・経済学 ・流通論等多 くの学問分野か ら学際的研究 の試みが積極的に展
開 されてきた。本稿 もその一環をなすべ く意図されているが,基 本的には流通
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論サイ ドか らのそれであ り,法 律的知識の点で力量不足は否めない。そのため
にあ り得べき誤 りについては,大 方の教示を得て今後に期 したい。
先ず,r報 告』における委託販売制の 定義 と評価を確認 することから始めよ
う。それによると,委 託販売制は 「製造業者が,商 品売残 り及び商品滅失につ
いての危険を販売業老に負担 させないようにすること,ア フターサービスが特
に必要な商品について自己の指示 と監督の下に販売 させ ること,再 販規制をの
がれ 自己の指示する販売価格を守 らせ ること等を 目的 として,商 品の所有権を
留保 して,販 売業者に商品の販売を委託する制度である」1)と定義され,次 いで
受託販売業老が独立の競争単位としての機能 と責任を有 していない場合(受 託
販売業者が委託業者g支 店,100%子 会社または販売使用人とみ られ る場合)を
除き,そ れに よる価格拘束は再販同様に,ま たそれによる販売先制限等は一店
一帳合制 ・テ リトリー制等の各流通系列化行為類型と 同様に取扱われる2),と
しているG
つ まり,そ こでは,独 立の競争単位と認められ る受託販売業者に対 して委託
者が行な う価格拘束及び販売先制限が独禁法違反 と判断 されているの で あ っ
て,委 託販売制そのものを違法 としているのではない。けれ ども,も し委託者
が受託者に対 して行な う価格拘束や販売先制限等が委託販売制に とって本質的
要素であるな らば,そ れ らの違法判断は結局実質的に委託販売制そのものにつ
いて違法 と判断 したことと同義である。そのいずれであるかは,議 論の根本に
関わる極めて重要な問題である。が,こ れまでの議論を専ら担ってきた法律サ
イ ドの研究者の中でこの点を明示的に検討 した者はいない。むしろ彼等の発想
においては,委 託者が所有権を留保する委託販売制の下では,そ れ らの拘束 ・
制限を所有権保持者の正当な権利の行使 として適法に行ない うるか否か,と い
う点にあった。そ して,ま さに この事に関連 して従来の学説は別れているし,
またr報 告』評価において も一定の影響を与えていると言 ってよい。そ こで,
1)2)野 田実編著 『流通系列化 と独占禁止法』,大蔵省印刷局,昭 和55年4月,25-6頁 。
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議論展開の都合上,委 託者による価格拘束 ・販売先制限等が委託販売制の本質
的要素であるか否かの検討は後述に譲るとして,い ましぽ らくはr報 告』の意
義及びそれをめ ぐる法律研究者達の評価を整理 してみることに したい。
先ず,r報 告』と従来の諸学説 との関連について。このことについてはr報 告』
に先立つ研究会の席上での基調報告をみれば明らかであ り,結 論を先取 して言
えば,無 差別規制説 と言われる線岸哲氏の所説がそのまま 『報告』に採用され
ているのである。
委託販売の形式を とり乍 ら実質的には通常の売買と異ならない場合(=不 真
正な委託販売)は 別として,真 正な委託販売の場合委託者が受託者に対 して行
な う諸拘束を独禁法上いかに取扱 うかについては,通 常規制非対象説(今 村成・
和),比 較衡量説(川 越憲治),及 び無差別規制説(根 岸哲)の 三説あるとされ
る。この うち,規 制非対象説は例えば指値のように委託販売制に基づいて委託
者が受託者に対 して行な う拘束は独禁法上適法である,と す る説である3)。比較
衡量説 とは,所 有権 の絶対性を重んずる立場から委託者に よる価格指示は当然
であるが,所 有権の分解傾向に鑑みて委託者が受託者に加える諸拘束が分解 さ
れてもなお委託者に残る所有権の正当な行使 といえるのか否かを投下資本の金
額 と責任の帰属 とを比較衡量 して判断し,か つその社会的影響をたしかめた上
で委託者の価格指定権 の合法性,違 法性を判断すべき,と い うものである4)。そ
して,最 後に無差別規制説 とは,通 常の売買における価格拘束 と委託販売制に
おける価格拘束 とを対比 して,い ずれも拘東条件付取引であるとい う点で形式
的違法要件を満た し,ま た公正競争阻害性(=ブ ラソ ド内価格競争 の制限)な
る実質的違法要件について両者は同様であるとした上で,な おかづ両者の独禁
法上の取扱いに違いを設けようとするのであれば,委 託販売におけ る受託者間
3)「『公正な』競争を阻害するおそれ,と い うのが,自 己と直接関係のない第三者間の取
引に介入することによって,競 争秩序に影響を与えることであるとすれば,例 えぽ委
託販売における委託者の受託者に対する指値のように,正 当な権利行使として行なわ
れる価格拘束は,競 争秩序に影響を及ぼすことがあるとしても,『 正当な理由』があ
る。」(今 村成和 「不当な拘束条件付取引における 『正当な事由』」,『別冊ジュリス ト』
No.53,1977年1月,177頁)。
4)川 越憲治 「再販売価格維持と委託販売」,『公正取引』,245号,1971年3月,23頁 。
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の競争は独禁法上保護の対象とならないと言 う他はない。しか し,法 律上独立
した事業者間の競争で独禁法上保護に値 しないケースは親子会社間あるいは同
一の親会社によって支配されている子会社間の競争のように相互に経済的独立
性を失っている事業者間の競争に限定されるべきであ り,法 律上 も経済的にも
メーカーか ら独立している受託販売業者間の競争についてはメーカー朔)支店や
販売使用人 と同一の取扱いをすべきではない。即ち,「真正の委託販売の場合と
売買の場合 とで原則として 独禁法上の取扱 いに区別を設 けるべきではない」5)
と主張するのである6)。
以上が委託販売制によって委託者が受託者に対 して行なう諸拘束 ・諸制限の
独禁法上の取扱いに関する所説の概要である。言 うまでもなく,委 託販売制に
つ いて最 も緩かな態度をとるのが規制非対象説,最 も厳 しい態度をとるのが無
差別規制説,そ して両者の中間に属するとはいえ事実上規制非対象説に近いと
思われるのが比較衡量説である。問題は委託販売制に関 してr報 告』の採った
立場が,こ れ ら所説 と対比してみた場合いかなる部類に属するか,と い うこと
である。
既に紹介 したように,r報 告』は受託販売業者が独立の 競争単位 としての機
能 と責任を有 している場合には,そ れに よる価格拘束は再販 と同様に(一 定の
形式的な行為類型に該当すること自体で公正競争阻害性を認定 し,そ れ以外 の
実質的判断を行な う必要はない),ま たそれによる販売先制限等は 一店一帳合
制 ・テ リトリー制 と同様に(行 為の外形か ら,原 則 として違法 と判断 される)
違法である,と している。つ まり,受 託販売業者が独立の競争単位 と認められ
る場合には,通 常の売買における価格拘束や販売先制限 と異な らないものとし
て一律に独禁法違反に問 うべ きものと主張 している。 それ故,r報 告』 は無差
別規制を唱える根岸説を支持 し,そ れをそのまま採 り入れた もの,と 理解 して
い。とすれば,競 業避止義務を特別に課されている代理商(商 法第四十八条)・
5)根 岸哲 「流通系列化をめぐる独禁法上の問題点(下)」,『NBL』No.161,1979年3月
23頁。
6)以 上三説については,野 田前掲書,362-4頁 に簡潔な紹介がある。あわせて参照され
たい。
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とは異な り相互に競争関係にある多数の委託者の商品を取扱 うことが出来,「自
己 ノ名 ヲ以テ」営業を行な う問屋(商 法第百五十一条)の 場合は法人格的には
常に委託者 とは独立 した関係にあるか ら,委 託者が これに対 して行な う指値 し
たとえ真正な委託販売であっても)も 独禁法上許 されない,とr報 告』は判断
していると考え られ,経 済法関係者の従来の通説に較べて相当に厳 しい内容を
含む ものと言わ ざるを得 ない。なお附言すれば,こ の無差別規制説が 『報告』
に採用された ことは,そ のことによってこの説が既に個人的見解の域を脱 し,
独占禁止法研究会の名の下に一定の権威が与えられ,更 に今後の公取委による
委託販売制規制の指針 ともな り得るものとしてにわかに現実味を帯びてきたこ
とを見落すわけシこはいかない。以上が,r報 告』 と従来の諸説 との関連である。
引続いてr報 告』の立場 と従来の審判決 とを対比して検討することにす るが,
この点やや難解な問題を含んでいるので,節 を改めてやや立入 って検討 しよ
う。
委託販売制に対する 『報告』の立場 と従来の審判決 とを比較論評す る際,論
者の中には両者の立場は異なっており,従 来の審判決では委託販売制を真正な
ものと不真正なもの とに区分 し,真 正な場合であればそれに基づいて委託者が
受託者に対 して行な う価格拘束や販売先制限は合法とされていた,と の解釈を
示す ものが しばしば見受けられる7)。他方,後 出の森永乳業事件審決は 真正な
委託販売の場合であって もそれに基づ く価格拘束が違法 となることが あ り う
るとした,と 解する者もいる8)。問題はいずれの 審決解釈が適切 なのか とい う
7)こ うした審判決解釈を採る論者としては,松 下満雄i,河村穣,公 正取引研究フォーラ
ム等がある。(松 下満雄 「再販売価格維持制度と独禁法の規則」,『流通系列化聞題に
関する理論的研究』,公 正取引研究フォーラム,昭 和56年6月,85頁;「 流通系列化
に関する報告書をめ ぐって」における河村発言,川 越憲治『流通系列化対策の解説(別
冊商事法務)』,No.47,昭 和55年11月;公 正取引研究フォーラム『独占禁止法によ
る流通規制について』,昭 和56年1月,26頁)。
8)こ の解釈に立つ者には,根 岸哲,来 生新氏等がいる。(根 岸,前 掲論文,41頁;来 生
新 「独禁法による流通系列化規制の新展開(3)」,・『公正取引』No,32白,1928年3月,
13頁)。 ・
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ことだが,そ の判断は結局審決文それ 自体に立戻って検討す る他 はな い。な
お,以 下では簡略化のため価格拘束のみをとりあげるが,そ れについて言えるこ
とは販売先制限についても妥当する。
過去の我国の独禁法違反事件の中で委託販売制が とりあげ られたのは,和 光
堂事件 と森永乳業事件の二件のみである。この うち委託販売制による価格拘束
の間題がかな り突込んで争われたのは後者であ り,和 光堂事件ではそれは争い
の中心の外にあった。それ故,検 討すべき重要事件は森永乳業事件の方である
のであるが,と も角両事件 とも審決文の中に委託販売制について触れた部分が
あるので,そ この所をとり出 してみてみることにする。
先ず和光堂事件であるが,こ れは育児用粉 ミル クの再販価格維持をはかるた
めに小売業者の登録制度 ・感謝金制度及び商品流通経路を確認す る制度を実施
した ところ,独 禁法19条 違反に問われたものである。 つま り,委 託販売制そ
のものが独禁法違反に問われたわけではないのであるが,被 審人側が本件再販
行為が独禁法違反に問われるべきでないと主張 した根拠 の一つに委託販売(本
件商品の販売形態は返品の自由がある委託販売的性格の取引であるとの主張が
なされた)を 挙げたために,審 決では傍論的に この主張に対す る判断を簡単な
形で与えているo即 ち,「 委託販売において委託者に指値の権利が認め られる
のは,委 託販売が委託者のために,す なわち委託者 の計算において行なわれる
取次行為であることによる……単に返品が可能であることか ら,当 然に育児用
粉 ミル クについての被審人と卸売業者および卸売業者 と小売業者の各間の取引
関係を実体的に 委託販売に準 じて考えなけれぽならない ものではない……」9)
とい うのが,そ れである。
審決の論旨は,委託販売であれば委託者に指値の権利が認められるけれども,
本件取引行為は委託販売でもそれに準ずるもので もないか ら,被 審人が卸売業
者 ・小売業者に対 して行なった指値に 「正当な理由」はない∫ とい うものであ
る。実際,本 件取引を委託販売的性格を持つと主張す る被審人側の挙げた根拠
をみると,「 ま溜 こは資金繰 りのために返品することがある」 程度の返品の自
9)和 光堂株式会社に対する件(昭 和41年(判)第3号),『 審決集(十 五)』,115頁 。
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由と手形決済の=二つが挙げ られているのみであるり確かに委託販売であれば返
品の自由はある。が,返 品 され ることがあるか らといって,そ の取引が委託販
売であることにはな らない。 また,手 形決済完了前の所有権帰属についても,
民法上の通説は所有権は買主に移転 したものと解 している10)。それ故,本 件取
引行為を委託販売 と認定 しなかった審決の判断は,正 しい。だが,同 時に仮に
本件取引行為が委託販売であった場合には指値の権利を認めるとの判断があっ
たことを,蜜 決の言い回しか ら読みとることは,決 して不自然で も無理でもあ
るまい。
けれども,次 の森永乳業事件審決では,こ の判断に重要な変更がなされたと
思われる。 この事件は,育 児用粉 ミルクの販売にあた り,被 審人が卸売業者に
対 し委託販売制に基づいてその販売価格を定め取引先を指定 していること,及
び一店一帳合制により卸売業者の販売先を制限 していることが,独 禁法19条
違反に問われた ものである11)。そ して,本 審決における委託販売捌に対す る判
断は,次 の通 りである。即ち,本 件委託販売は真正の委託販売であるか ら委託
者は受託者に対 し委託商品の販売価格の指示及び販売先の指定を合法的に行な
えるとの被審入側の主張に対 して,「 委託者が受託者に対 して 委託商品の販売
価格の指示及びその販売先の指定を行な う委託販売が,そ の内容及び取引の実
態を問わず,お よそ独占禁止法に抵触 しないものとは解 されないところ,真 正
の委託販売 とは認め られない本件委託販売制が……実質的に再販売価格維持契
約による場合 と同様の効果を挙げるために実施 されている以上,被 審人の本件
行為は,不 公正な取引方法……の八に該当する」12)と。
審決は,前 半部分に委託販売制に対する一般的考え方を,後 半部分で本件委
託販売制に対する判断を与えているのであるが,難 解 なのは前半部分の解釈で
あろ う。素直に読めぽ,委 託販売の内容及び取引の実態に よっては独禁法に抵
触するとの判断を与えている,と 読みとれる。即ち,独禁法に抵触す る委託販売
と抵触 しないそれとがあると述べているように解釈出来 るのである。 とした場
10)同 様の指摘は川越氏にもある。(川越,前 掲論文,23頁 参照)。
11)森 永乳業株に対する件(昭 和49年(判)第4号),『 審決集(二 四)』,所 収。
12)同 上書,113頁 。
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合,次 に問題になるのは,具 体的にいかなる委託販売が独禁法に抵触 しあるい
はしないのか,と い うことである。
一つには,委 託販売を真正なものと不真正なものとに区分 し,独 禁法に抵触
す るのは後者であると判示 した ものとする解釈があ り得る。 これは,「 その内
容及び取引の実態を問わず」 との文言に着 目して,例 えぽ委託販売の形式をと
りなが ら実質的に通常の売買と異ならない場合,換 言,不 真正な委託販売 と判断
される場合には独禁法に抵触すると判示 したものと解釈す るものであ り,先 の
河村 ・松下氏の審決理解の基礎はここにあると思われる。 けれ ども,「およそ独
占禁止法に抵触 しないとは解 されない」の主語である 「委託販売」に真正 ・不
真正の区別がなされていないことに着 目すれぽ,真 正 ・不真正を問わず委託販
売は,そ の内容及取引の実態によって徹独禁法に抵触す ると判示 した ものであ
るとの,第 二の解釈が可能である。筆者の知 る限 り本件審決を直接とりあげて
その評釈を試みたのは根岸 ・来生両氏のみである。そ して,両 氏ともに,本 件
審決は真正な委託飯売であっても独禁法に抵触す る場合がある旨の判示がなさ
れた ものと解 してお り13),経済法学者の目でみた場合,こ れが最 も妥当な見方で
あ りそ うである。これに対 して,実 質上第二の解釈に近いのであるが,経 済法
の専門家でない筆者の当該審決文をみての感想は,次 の如 くである。 即 ち,
「委託者が受託老に対 して委託商晶の販売価格の指示及びその販売先の指定を
行 う委託販売」と委託販売に附加された形容辞に着目して,か かる指示指定を
伴わない委託販売制であれば独禁法に抵触することはないが,そ うした指示指
定を律 う委託販売であれぽ,真 正 ・不真正を問わず,独 禁法に抵触す る場合が
あ り,独 禁法に抵触するか否かは,そ の内容及び取引の実態か ら判断 して,換
言,当 該委託販売制が形式的違法要件(=排 他条件付取引であるのか拘束条件
付取引であるのか)及 び実質的違法要件(=公 正競争阻害性)を 満たすか否か
を判断 して決められる,と 判旨しているように思われ るのである。
しか し,こ れ らはいずれ も推測であって,審 決 の真意がどこにあるのかは必
ず しも明 らかではない。審決は,本 件委託販売制を不真正を認定 した上で違法
13)前 掲注(8)参 照。
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としているが,経 済法学者の間ではむ しろ真正であったす る理解が二有1力 で あ
り,単に審判審決に留まるのでなく最高裁段階にまで争い持ち込 まれていれば,
委託販売制に対す る独禁法上の取扱いが確定 したのに,と 惜 しまれる。その点
は とも角,森 永乳業事件審決は,一 応様 々な解釈が可能であるけれども,い ず
れの解釈をとってみても先のr報 告』の取扱い よりも緩かであった と言えよう。
即ち,第 一の解釈では真正の委託販売であればそれによる価格拘束 ・販売先
制限等は合法 と判旨していると解す るものであったし,ま た第二の解釈 も 「真
正な委託販売に基づ くものであっても違法とな りうることがあ りうることを認
めている」1のものと審決を読み とっている。つ まり,い かなる 審決解釈 の立場
に立 とうとも,森 永乳業事件審決が真正な委託販売制に基づ く価格拘束や販売
先制限のすべてを違法 としたと理解する者はいないし,ま たそのような解釈は
到底 しえないのである。 これに対 して,『 報告』では,既 述の如 く,独立の競争
単位 と認め られる受託販売業者に対 して行なわれる価格拘束や販売先制限は,
真正な委託販売制に基づ くものか否かに関わ りな く,一 律違法,と しているの
である。
それ故,.r報 告』の委託販売制に対して とる態度は,過 去の我国の 審判決の
それに比 して厳 しいものと言わざるを得ない。が,他 方で,過 去の審判決では
様 々な解釈を許すとい う意味で必ず しも明確でなか った委託販売制に対す る独
禁法上の取扱いについて,無 差別規制説 と称 される根岸説を採用することによ
って,そ れな りに明確な判断を示 した点は,一 応評価されてよかろう。
四
では,こ うした委託販売制による価格拘束 ・販売先制限等に関するr報 告』
の立場に対して,こ れ までどのよ うな批判がなされてきたのか。次にそのこと
をみていきたい。
一般に 『報告』の全体あるいは専売店制 ・テリトリー制等他の流通系列化行
為類型に対す るr報 告』の立場をとりあげての評価・批判は,か な り多い。だが,
14)根 岸,前 掲論 文,86頁 。
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委託販売制に関す る部分を特にとりあげて論評 した文献は少なく,筆 者の知る
限 り,松 下,川 越,来 生氏の他独占禁止法研究 フォーラムのr報 告書』(以 下,
『フォーラム』 と略記)を 数えるのみである6r報 告』の立場が 従来の審判決
に比して厳 しい内容を含み,し かも通説を超えたものであることを考えると,
もう少し議論があって よさそ うに思えるが,そ れはとも角,以 下それぞれの論
者の批判の論点を確認 し,'その問題を探っていこう。
先ず松下氏の場合,r報 告』がブラン ド内価格競争制限効果に 着 目して 受託
販売業者に対す る価格を違法としているのに対 し,こ こでい う競争をブラン ド
内競争に限定す ることなくブラソ ド間競争を加味 してよいとした上で,ブ ラン
ド問競争を重視する立場か ら 「報告」の無差別規制説に疑問を提起される。つ
まり,新 製品発売もしくは新規参入時に商品の市場性見通 しが必ず しも十分で
なく販売業者が危険負担を嫌 うような場合には,委 託販売契約が有効であ り得
るし,ま たそれによって初めて新たな競争単位 としての商品が世に出ることに
なる。もし,委 託販売が一律違法とされれば,叙 上の意味での委託販売の有用
性が損われ,却 て競争政策上マイナスとなることす らあ り得る。それ故,委 託
契約が真正であることを条件 として,あ る程度の制限(価 格や販路の拘束)は
認め られるべきである15)。以上が松下説の骨子であ り,こ れを 「ブラン ド間競
争重視説」 と呼ぽ う。
これに対 して,委 託販売の問題を組織内取引として扱 う見地か ら批判を提起
す るのは,来 生新氏である。即ち,氏 は 「独 占禁止法による保護の対象が,市
場におけ る取引であって,一 つの企業組織の内部で行なわれる取引は……保護
の対象にな らないことは……独禁法の大前提であ り……真正の委託 ・受託関係
は,究 極的には,内 部取引の一種 として解すべきで……rそ もそも受託業者間
の競争は独禁法上保護に値 しない』」ゆ,と 主張され る。ここで真正の委託・受託
関係を内部取引と解す ることは,r報 告』 の文言に則 して言えぽ,受 託販売業
者を 「独立の競争単位」 とみなさないとい うことと同義であるが,来 生氏の場
15)松 下,前 掲論文,86頁 。
16)来 生新 「流通系列化行為の公正競争阻害性一外形のみによる違法判断は 妥当か一」,
『流通系列化と独占禁止法(経 済法学会年報第1号)』,有 斐閣,1980年,62頁 。
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合,内 部取引か否かを判断する基準 として 「所有権移動 の有無」 したがってま
た 「商品売残 りの危険負担」を挙げ られ,「(商 品売残 りについての危険を負わ
ない)者 は,独 立 した競争単位 とLて みるべ きではなく,最 終的に商品の売残
りに危険を負 う者に属 した,そ の者の内部組織 として考えるべき」の だ と主張
されるoこ れは,基 本的には規制非対象説に属するが,こ こでは氏の主張の内
容に則 して組織内取引説 と呼ぶことに しよう。
次セこ川越憲治氏の場合であるが,氏 の 『報告』批判は微細かつ多岐にわたっ
ている。が,そ のポイ ン トは,対無差別規制批判 と 「受託販売業老の独立の競争
単位 としての性格」に関わる部分であろう。先ず前者について氏は 「委託販売
と称 していても実態は売買であるようなものを売買と同視 して独禁法を適用す
るのな ら正 しいが,委 託販売一般について売買 と同視するとい うのは,一 個の
腐敗 した果実を除去するために,果 樹薗ごと廃棄 してしまうようなものゴ8)と
きめつけ,委 託販売制が社会経済的に営んでいる機能を顧るよう求め られる。
そ して,受 託販売業者の独立の競争単位の問題に触れて,「 委託販売 における
競争単位の設定問題は,委 託者 と受託者が一体となって一つの競争単位を造 る
ことにある。 このような競争の単位が社会的分業の理念に合致 し,よ り有効な
システムを造 るな らぽ,政 策的にも保護 していこうとい うのが,基 本的な考え
方 でなければならない」19),と主張 されるのである。 かかる川越氏の委託販売
制擁護の所説をここでは 「社会経済的機能重視説」 と呼ぶことに しよ う。
こうした法律サイ ドからの批判の他に唯一流通サイ ドか らのものとして,rフ
ォーラム』による簡単な批判がある。それは,再 販 のか くれみのとして利用さ
れ る委託販売制(こ うしたケースは実際には殆んどない との実際認識を 『フォ
ーラム』は抱いて いる)を 再販同様違法 とすることに異論をさしはさまない。
しかし,従 来の 「不真性」を 「独立の競争単位 と認め られる場合」,従 来の「真
性」を 「認め られない場合」 と置き換える 『報告』 の把え方は,「 真性の委託
17)来 生,同 上 論 文,64頁 。
18)川 越 憲 治 「流 通系 列 化 に 関 す る報 告書(独 禁 研)の 読み 方(下)」,『NBL』,No.209,
1950年5月15日,16頁 。
19)川 越,同 上 論文,17頁 。
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販売の範囲を不当に狭 くさせるおそれがあ り,真 性の委託販売制に対 して まで
規制が及ぶことは問題である」2。),との疑問を述べている。
以上が,委 託販売制に関わ ってr報 告』に寄せ られた批判 ・疑問の概要であ
る。いずれも,委 託販売の名を借 りなが らその実売買と異ならない場合(=不
真正な委託販売)は 通常の売買の場合 と同様に取扱われるべ きであるとす る点
では,異論はない。が,だ か らといって無差別規制を唱えるr報 告』の見解には
同意 し得ない として,そ れぞれの立場か ら批判が寄せ られているのである。け
れ ども,r報 告』批判を展開する論者の論拠をみてみると,あ る意味で説得的で
はあるが同時にいささかの疑問を抱かせるものもある。そこで,以 下r報 告』
批判の批判的検討を通 じて,委 託販売制及びそれに基づ く価格拘束 ・販売制限
等の独禁法上の取扱いにおいて探るべき視角を模索 してみたい。
最初に注意 しなければならないのは,『 報告』 がそ してまた過去の審判決が
違法 としているのは,委 託販売制そのものではな く委託販売制に基づ く価格拘
束 ・販売先制限等である。rフ ォーラム』 ではこのことを折角確認 しておきな
が ら,そ の後で従来の審決が真性の委託販売を合法 としてきた,あ るいは 『報
告』の把え方では真性の委託販売制に対 してまで規制が及ぶことになるといっ
た如 くの表現か らもわかる様に,こ の点が曖昧になっている。このことは法律
学者についても同様であることは,例 えば 「従来,通 説的には適法とされてき
た真正の委託販売を違法とする点に,報 告書の議論の最大の特色 がある」21)と
の叙述か らも窺える。これは,委 託販売において委託者が受託者に対 し価格拘
束 ・販売先制限を行な うことは所有権留保者たる委託者の当然の権利であ り,
この権利を否定す ることは とりも直さず委託販売制を否定す ることと同様であ
るとの認識 の結果である。そ して,そ れは,各 論者が明確に意識 しているか否
かは別として,か かる価格拘束 ・販売先制限を委託販売制の本質的要素とみな
していることと同義である。果 してそ うか。
結論か ら言えぱ,か かる価格拘束 ・販売先制限等は決 して委託販売制の本質
20)公 正 取 引研 究 フ ォー ラム 『独 占禁 止 法 に よる流 通 規 制 につ いて 』,昭 和56年1月,26
頁 。 また,同 書,14-5頁 も参 照 。
21)来 生,前 掲経 済 法 学 会 年 報所 収 論 文,61頁 。
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的要素ではな く,そ れ故所有権の留保を通 じて委託者が受託者に対してかかる
拘束 ・制限を行な うことが独禁法上違法 とされても,そ れは委託販売制そのも
めを禁止 した ことを意味 しないのである。このことが比較的明瞭なのは,販 売
先制限の場合であろう。例えば,百 貨店と納入業者 との取引関係の一つに委託
仕入なる方式がある。そこでは,納 入業者が委託者,百 貨店が受託者,そ して一
般消費者がその販売先となっている。そこでは,納 入業者が商品の所有権留保
を通 じて受託者たる百貨店の販売先,即 ち一般消費者を特定するといった行為
は何等行なわれていない し,ま たその必要もない。成程,委 託者が受託者に対
して販売先制限を行な うことがテ リトリー制と同様受託者(殊 に卸売機能を営
む)に 地域的売手独占の立場を与えるとい う目的で行なわれ る場合には,そ れ
によって受託者 となる販売業者に対 して一つの経済的メリットを提供すること
を意味す るか ら,販 売先制限が認め られれば,商 品の所有者は販売業者にその
商品の取扱いを働きかけやす くなる,と は言える。けれ ども,商 品の所有者が
自己の商品の取扱いを働きかけ ようとする販売業者の商圏を察知 しておれば商
圏が競合 しないように販売業者を選択することも可能であ り,委 託者側に販売
先制限を行な う権利が認め られなけれぽ委託販売制は存立 し得ないとい う性格
のものではない。即ち,販 売先制限は委託販売制にとって本質的要素 とは言え
ないのである。
では,価 格拘束の場合はど うか。商法上典型的委託販売 とされ る問屋に指値
遵守義務が課 されていることは,周 知の通 りである。このことから逆に,そ の
前提 として委託販売において委託者は当然の権利 として指値を行ない うるとの
理解が生ず るかも知れない。けれ ども,委 託者に与えられた指値の権限は,委
託者が希望す る販売代金を委託者が確保出来れば足 りるもので,受 託者はその
差額を負担 しさえすれば委託者の指値通 りの価格で販売す る必要はないし,委
託者は受託者に対 し指値通 りで販売させる権利を保証す るものでもない22)。つ
まり,委 託者に与えられた指値の権利は,実 質的には売買が成立 した場合に指
値か ら問屋に支払 う手数料を差引いて委託者が問屋か ら受取るべ く期待す る代
22)実 方謙二 『独占禁止法と現代経済』,成 文堂,昭 和52年9月,220-1頁 参照。
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金を保護 しようとす る趣 旨か ら与えられているのであって,逆 に売買が成立 し
た場合に問屋か ら受取 るべ く期待す る代金に問屋に支払 う手数料を加えた額を
定める権利を保証す るものではないのである。
確かに,現 実に採用 されている委託販売制をみた場合,委 託者は受託者に販
売価格を指示 しているし,価 格は売買成立のための不可欠の条件であ り,ま た
委託者の受取 る代金は委託者にとって重要な関心事であってみれば,そ れは当
然であるbけ れ ども,そ のことか ら受託者が第三者に商品を売却する際の代金
を指示 ・指定 しないような委託販売制はあ り得ないとの結論を引き出すことは
出来ない。また実際問題 として,売 れなかった場合には返品自由を条件 とし,販
売業者が販売する価格を定めずその商品が売れた場合に所有者が受取 る金額を
定めて販売を委託するケrス がある。これは委託販売以外の何物でもない し,
また受託販売業者に対す る価格拘束が委託販売制の本質的要素でないことの決
定的証左であろ う。
こう.して,受 託販売業老に対する販売先制限や価格拘束は委託販売制の要素
ではな く,そ れ らを違法 とす ることが直ちに委託販売制を違法とすることにな
らないことは,明 らかである。 この点 ともすれぽ曖昧になりがちなので敢えて
注意を喚起 しておきたい。なお,以 下とりあげられる所説でこの点の区劉なし
にr報 告』を批判'しようとするものがあれば,そ もそもか ら失当と言わざるを
得 ない。
rフ ォーラム』の見解をとりあげた場合,先 ず この意昧で失当であるが;そ
の上それが説得力を欠 くのは 「……真性の委託販売制に対 レてまで規制強化が
及ぶことは問題である」 と言 うにとどまり,そ れがいかなる視点か ら問題なの
か とい う点に一切触れ られていないか らである。恐 らくは真正 の委託販売制に
まで規制が及ぶ ことによって合法的に行ない得 る委託販売制の範囲が制限 され
ることに懸念を感 じているものと推測されるが,それにしても何故 「問題」なの
かについて堀 り下げられた議論がなければ,そ れ以上論評のしようがない。そ
こで,以 下法律サイ ドの所説を検討することに したい。
先ず来生説であるが,こ れが委託販売に基づ く価格拘束 ・販売制限の禁止が
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そのまま委託販売の一部を違法としたものと解す る点でrフ ォーラム』同様の
説を把 しているのだが,そ の点にはもう触れない。氏の所説のポイ ントは,真
正の委託 ・受託関係は内部取引の一種であ り,そ もそも受託業者問の競争は独
i禁法上の保護に値 しないとい う点にあるのであ り,以 下検討はその点に則 して
行な う。
氏の場合,委 託販売の真正性の判断基準は所有権の移動 したがって商品売れ
残 りの危険を誰が負担するかにあるか ら,委 託者が商品売残 りの危険を負 うよ
うな委託 ・受託関係が結ばれた場合には,そ れは内部取引の一種であ り,そ の
量や規模にかかわ らず受託販売業者間の競争は独禁法上の保護に値 しない,と
主張するものと読みかえてよい。 しかし,指 値について既にみた如 く,委 託販
売において委託者が行使 しうる価格拘束力は商品所有老が自ら販売する場合の
それに較べてはるかに弱 く,委 託販売の場合には本来的内部取引と同程度には
商品所有者の保護を最初か ら与えていない。また指値を含め一般に委託販売に
おいて委託者に認められる権利は,法 律的には商法上委託販売の典型 とされる
問屋に課 された格別の義務 ・責任の裏返 しとして認識 されると言 ってよいが,
そ の意味で委託者に認められた今一つの権利は履行担歩責任の背後にあるもの
であろう。 これは買手が債務不履行の場合問屋に代金支払義務を負わせるもの
であるか ら,こ れに よって保護される委託者の権利は代金支払能力を持たない
買手を商品の販売先とすることを制限するとい う範囲を超えるものではない。
これらの事情は,例 えば支店間あるいは親会社を一にする100%子 会社間 の競
争が独禁法上保護に値 しないと言われる場合 と同等の資格を委託者を一にする
受託者間の競争に無条件で与え られそ うにないことを窺わせる。つま り,こ れ
が本人の名において取引の代理をな し競業避止義務を負った代理商を受託者 と
する委託販売制について言われるのであれば了解出来るのであるが,問 屋を受
託者とする場合 と区別 されない点に どうしても疑問が残 るのである。
例えば,多 数の競合商品を売買を通じて取扱っている商人に対 しある商品所
有者が自己の商品についてのみ商屋た らしめるという委託販売制を一般的制度
的に採用 し,そ の結果当該商品のブラソ ド内価格競争が制限 された,と 仮定 し
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よ う。氏にあっては,こ の場合でも,商 品売残 りの危険を委託者が負担 してい
る限 り独禁法に問われるべきでないことになる。 しかし,商 法上の問屋は,代
理商 とは異な り多数の商品所有者の競合商品を同時に取扱 うことが出来,'合 併
でもしない限 り特定め商品所有者に対 しては常に独立 した経済計算単位 として
の地位を保持 している。また,か かる商人を相手方 として委託 ・受託関係を結
んだか らといって,そ のことだけで直ちにブランド内価格競争制限が結果 され
ると考乏るのは早計である。それが確実に保証 され るためには,受 託販売業者た
る各問屋に対 して同一価格での販売を強制す るか,あ るいはテ リトリー制同様
に地理的に問屋間の競合関係を除去するかあるいは一店一帳合制を併用 して問
屋間の同一顧客奪取競争を排除す るといった別の措置が更に要請 される。筆者
には真正の委託 ・受託関係だか らといって,独 立の経済計算単位 としての性格
を有する商法上の問屋に対 してかかる拘束 ・制限を講ずることが,支 店や親会
社を一にす る子会社あるいは代理商の場合と同様に,独 禁法上無条件に認め ら
れ るとは,ど うしても考え られないのである。
次に川越説について。氏の 「委託販売制が社会経済的に営んでいる機能」が
何かは,必 ず しも定かでない。が,別 め書物で挙げ られた 「問屋の経済的機能」
がそれであるなら,そ のようなものをいくら列挙 しても独禁法の観点か らなさ
れ る委託販売制をめ ぐる議論にとっては全 く無益である。即ち,氏 の 「問屋の
経済的機能」 とは,(1)支 店を設置 して,物 的設備を整え,従 業員を雇用する
よりも経費がかか らない,F(2)代 理商を利用す るのに較べて,権 限乱用の心配
が少ない,(3)(各 地における)問 屋の信用 ・知識経験 を利用 しうる,(4)本
人は匿名でいることが出来る,(5)金 融の便を得 られることがある,23)とい う
ものである。明 らかに,問 屋の利用か ら得 られる委託者及び問屋(=受 託者)
り企業経営上の利点が挙げられているにすぎない。
だが,粉 ミルク事件に対す る最高裁判決で 「一般指定」に言 う「正当な理由」
は専 ら公正な競争秩序維持の見地か らみた概念で,事 業経営上又は取引上の観
23)川 越憲治 『流通系列化と独占禁止法』,ビ ジネス社,昭 和55年10月,202頁 。
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点等か らみての合理性 ・必要性等は「正当な理由にあた らない」24)との判示が既
に与えられていることを忘れてはならない。この判決を念頭に置けば,委 託販
売制擁護のために主張 されるべきは,こ うした商法上の問屋の利用がもた らす
企業経営上の利点ではなく,真 の意味での問屋の経済的機能であろう。問題は
それが何かである。
先ず考え られるのは,社 会的分業に関わって期待される経済的機能がある。
例えば専門化の利益 とか,'問 屋は代理商 と異な り多数の委託者の共同販売代理
人 としての役割を果 しうることか ら,彼 の手元に売買が集中され,販 売の個別
性が止揚されることの結果,販 売時間及び販売費用の社会的節約がもた らされ
ること,が 想定され る。委託販売によって,こ れ らの効果が生ずることは疑い
ない。 しかし,専 門化の利益は単なる企業内分業によって当然得 られ るし,ま
た後者の利益も自立的商業資本を前提とする通常の売買 に よってもも た らさ
れ,何 も委託販売に よられなければ期待 し得ない効果ではない。必要なのば,
他の方法にょっては得 られない,正 に委託販売そのものの独自の特質か ら流出
す る経済的機能を明 らかにすることである。.とすれば,そ れは委託販売の当事
者間は売買関係ではな く,従 って受託者は商品貿取資本を準備する必要がない
点に着 目して,導 出されることになる。端的に言って,そ れは,委 託 ・受託の
双方についてそれがなげれば到底参入 し得ないような潜在的事業者を委託販売
は現実の取引単位に転化せ しむる,と い う点に求め られる。例えば我国の書籍
販売業において委託販売方式がな く販売業者が買取資本を用意 しなければな ら
なかったとすれば,販 売業者の数は今 よりはるかに少ないであろう。また,委
託側についてみても,例 えば確実な販売見込みの立れない新製品の所有者や ブ
ラソ ドカの弱い企業のように買切 り制によっては流通経路の確保に困難を感 じ
る者に とっては,販 売業者に市場危険を負担 させない委託販売制の利用によっ
て比較的容易な新規参入が可能になる場合があ る。その意味で,委 託販売は,
元来資本力の乏しいあるいは また市場力の弱い企業にとって種めて有用な取引
形態であり得,だ か らこそ未だ大規模な企業が成立しておらず また商品流通経
24)和 光堂(株)に よる審決取消請求,昭和四六年行ツ第八二号,『審決集(二二)』,175-6頁 。
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済が十分に発達 していない中世の時代か ら,幅 広 く利用 されてきたのである。
そ して,通 常の売買等の他の取引方式によっては到底期待し得ない程に資本力
に乏 しくまた市場力の弱い企業を して現実の取 引単位に転化せ しめるとい う点
にこそ,委 託販売が独自に持つ経済機能は認識 されるべきであ り,「 社会経済
的機能重視説」はこのことを積極的且つ明示的に主張すべきであったのである。
としてみると,こ の社会的機能重視説は,最 後のブラン ド間競争重視説 と基
本的にはさ程異なるものではない。委託販売が社会経済的に有用な機能を果 し
得 るのは,何 も寡占段階に限定 されず,自 由競争段階さらには商品流通が未発
達で 「競争」概念が成立 しない歴史段階においても同様である。それ故,松 下
氏が 「新たな競争単位 としての商品を世に出す」 との表現で委託販売の有用性
を唱えられ るのは,実 は社会経済的機能重視説 と同根なのである。そ して,両
者の違いは,ブ ラソド間競争なる用語が体現する今 日の経済環境の中でその有
用性を把え直そ う乏 する点にある。
即ち,今 日の公取委による流通系列化規制強化の背景に対製造寡占対策 とし
て役立て ようとの意図がある。それは,製 造企業間の競争促進あるいはブラン
ド問競争促進を図ろ うとするものであ り,今 日の公取委の究極の目標はその点
に集約 される。松下氏がブラソ ド間競争重視の立場か ら委託販売制を弁護され
ることの今 日的意義は,.こ の公取委の独禁行政の究極 目標に照 らしてみた場合
に,明 確 となる。たとえ真正の委託販売が現実に利用され易いように委託者に
価格や販路の拘束をある程度認め,そ れによってブラソ ド内競争が制限される
ことになって もブラン ド間競争の促進が期待され る限 りは,委 託販売による諸
拘束はケース ・バイ ・ケースの判断がなされるべきである,と 主張されるので
ある。氏が委託者に価格 ・販路拘束をどの程度認めようとするのか不明である
が,今 日の独禁行政の究極 目標に照 らし合わせてみた場合,氏 の所説は一つの
見識であるように思われ る。
五
以上,.委託販売制の独禁法上の問題をめぐる議論をr報 告』を中心に概観 し
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てみたb従 来専 ら法律家の手掛けてきた領域だけに,筆 者にとってはなじみに
くいテーマであ り,誤 解 ・独断 もあ り得る。が,と も角以上の概観を通 じて得
た感想を述ぺて,一 応の締めくくりとしたい。
委託販売なる用語に法律上の定義はな く,彼 等は商法上の問屋を典型 として
議論 している。それはよいとして,議 論の最初かつ最大の焦点は,そ こで商品
の所有権を留保 した委託者の権利が独禁法上どこまで認められるかとい う点に
ある。一般に民商法秩序は独禁法を必然化せ しめる経済社会を前提 した り予定
した りしてつくられてはいない。それ故,独 禁法は,時 として民商法秩序に抵
触 し,こ れを覆す場合もある。委託販売の独禁法規制についてもそのことが妥
当す ると言えるのだろ うか。そ こで,履 行担保責任 ・指値遵守義務等問屋に課
された格別の義務の裏返 しとして所有権留保者たる委託者の保護された権利を
読み とるとすれぽ,そ こでは既に市民法秩序の大前提 とも言える所有権の絶対
性はかな りの制限を受けたものとなっている。審決や 『報告』が商法上制限さ
し
れた権利を更に制限 しようとするものか否かが問題であるが,こ の点筆者には
仮にあったとしてもそれ程のものではな く,む しろ聞題は商法上既に大幅な制
限を受けている委託者の権利を許された範囲を超えて利用 ・主張 しようとする
側にある,と 思われるのである。
最後に,委 託販売制をめぐる法環境に必ずしも十分な考慮を払 ってはいなか
った点,流 通論サイ ドに反省の余地がないとは言えない。が,そ の実態認識が
必ず しも十分でなく,社 会経済的機能と企業経営上 の利点の識別す ら出来ず従
ってその経済的本質の認識 も持たないままに法理論.ヒの議論がなされているこ
と等,委 託販売制に対する独禁法規制の問題を,こ れまで通 り専 ら法律家に委
ねてお くことに不安を感 じさせる点があることも事実である。本論では触れ ら
れなかったが,殊 に彼等が比較的安易に持出す委託販売の真正 ・不真正の区別
も その実態を認識すればそ う簡単になし得るものでないことに気付 くだろ う。
近年の公取委に よる流通系列化規制強化をきっかけとして,こ の方面での学
際的研究が漸 く盛んにな りつつあるが,委 託販売制についても今後その方向で
更なる努力がなされることを期待 したい。
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〔付記〕詳細は定かでなくまた今後の予測 もつかないが,本 年九月,花 王石
鹸が基礎化粧品分野への新規参入を図るに当って委託販売方式を採用 した。こ
れが新規参入の成功にどの程度寄与す るかについては今後に待つ他ないが,ど
も角委託販売制が新規参入ひいてはブラン ド間競争促進効果を持り有力な手段
であることの証左 として,注 目され る。
